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劉　継生
１．災害と情報
　人類社会は、地震・津波・火山・台風・集中豪雨・土砂崩れなどによる自然災害
を止めることができない。日本及びその周辺では、体に感じない地震を含めると、
年間約20万回の地震が発生しているが、被害をもたらすような大きな地震の発生
は少なくない（日本災害情報学会206：2）。災害の発生は人々の生命、健康、財産、
生活環境などに大きな危害や損害を与えてしまう。そのリスクは、社会経済が進歩
し、高度な先端科学技術が創りだされた現在でも変わりがない。災害による人的被
害・物的被害が毎年のように世界中で発生している。
　自然現象を原因とするものを災害と呼ぶことが多いが、原子力事故のような大規
模事故、大規模公害、感染症の爆発的流行などを広く災害と捉える場合もある。災
害対策基本法が定めた災害とは、「暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石
流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他の異常な自然現象又は大規模な火事若
しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で定める原因
により生ずる被害」であり、自然災害以外も範疇に含んでいる（第2条の ）。同法
に基づいて策定された防災基本計画では、自然災害（地震、津波、風水害、火山、
雪害）の対策だけでなく、事故災害に対しても対策を講じている。
　一方、自然災害か事故災害か、それにこだわる必要はないという考えもある。災
害は、原因によって規定されるのではなく、その影響を受ける人々の規模、被害の
度合いなどによって規定される。自然現象であれ、人為的な現象であれ、社会にお
いて身体・生命に危害が及んだり、また経済的被害が発生したりした場合に災害と
呼ぶべきである（日本災害情報学会206：336）。このように捉えると、事故になっ
ても災害にならないことがある。例えば、206年0月3日に東京都内58万世帯で
大規模停電事故が発生した。１時間後に復旧したが、その間、電車の運休や交通信
号の使用不能などのトラブルが起きたが、死者が出るほど大きな被害には至らなか
った。この事故は災害にならずに済んだ。
　災害から受ける被害は外部の破壊力のみによるものではなく、被害の拡大を防止
し、復旧復興を早期に実現する地域社会のレジリエンス（防災力）も決定要因とな
る。高齢社会の進展は自分の身を自主的に守る「自助」を弱める可能性があり、ま
た、自治組織や近所つながりの萎縮は地域コミュニティの「共助」を弱めることに
通信教育部論集　第20号　（2017年８月）
― 78 ―
なる。このような地域社会の構造的変化は、災害に対するレジリエンスの低下をも
たらしかねない。しかし、インフラ整備の充実や一人ひとりの防災意識の向上は被
害を軽減し、地域社会のレジリエンスの強化につながる。例えば、地震の揺れによ
る被害は、倒壊した建物や倒れてきた家具に押しつぶされることによって命に危険
が及ぶケースが多い。そこで、建物の耐震化や家具の固定など事前の備えを十分に
実施すれば震災に強くなるのである（日本災害情報学会206：2）。
　「情報の不足」「情報の遅れ」から被害が拡大したという声は、大規模災害が発生
する度に言われている。たしかに、災害発生時の緊迫した状況では、人々がとるべ
き最適な行動も刻一刻と変化する。その迅速な判断を支えるのは災害情報のみであ
る。災害を未然に防止し、被害を軽減するために災害情報は決定的役割を果たす。
情報化が急速に進行しつつある現在、観測・監視・予測・速報などの技術は日進月
歩であり、これらを災害情報と効果的に結びつければ減災・防災における地域レジ
リエンスを高めることができる。
　災害情報についての研究は、伝統的に警報や避難勧告など災害が切迫している段
階について多くの知見を蓄積してきた。たしかに、警報が発表されてから災害が発
生した直後までの応急期では、災害情報が生命を守り、二次被害を防ぐ上で決定的
な役割を果たすのである。しかし、災害発生前の事前準備段階から、ハザードマッ
プや被害想定、防災計画策定などを確実に行うことが緊急時災害対応の成否に大き
く影響する。災害情報の有効性を高めるためには、事前準備期から復旧復興期まで
の災害過程全般を通じて、様々な情報を一体的に捉え、総合的にマネジメントする
ことが不可欠である（室崎・岡田・中林206：27-28）。これが災害情報の時系列性
である。
　本稿では、予防から復興までの段階的推移につれて必要とされる災害情報も変わ
るとの視点に立って、災害発生前の事前準備期、災害発生時の初動期、災害発生直
後の応急対応期、災害発生後の復旧復興期の４段階に分けて災害情報の時系列的特
徴を考察してみる。
２．災害情報の定義とその重要性
（１）災害情報の定義
　災害情報とは、一般的に「災害に関する一切の情報」であると考えられる。その
対象は災害の種類や進行過程とも関連があり、極めて広範囲かつ膨大である。目
的論から考えると、災害情報とは、「災害の未然防止、拡大防止、被災者支援、復
旧復興を図るために必要な情報および災害に関する一切の情報」である（総務省
203：）。また、災害情報は、時間の経過とともに常に変化するのか、それとも変
化しないのかによって２タイプに分けられる。前者は災害が発生したあとで現れる
「動的情報」であり、後者は災害が起こる前にすでに整備された「静的情報」であ
る。
　災害情報を十分に活用するため、総務省は「災害情報＝静的情報×動的情報」と
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提案している（総務省203：7）。すなわち、静的情報と動的情報とを掛け合わせる
ことにより、災害発生時の応急対応などに対する災害情報の効果がさらに高まるこ
とになる。地形図、路線図、ハザードマップ、公共施設情報、避難所情報、備蓄倉
庫情報などは、災害の性質や進行に左右されず、事前に入手可能な静的災害情報で
ある。これに対し、震度情報、降水量情報、倒壊建物情報、停電情報、プローブ情
報（自動車が走行しながら搭載した GPS などの機材で収集した情報）、ライフライ
ンの復旧状況に関する情報などは、時間の経過や災害の進行に伴って変化し、その
時点でしか入手できない動的災害情報である。災害情報処理の特徴は、あらかじめ
静的情報を整理した上で、災害発生後の動的情報をできるだけ収集し、静的情報の
上にはめ込むことである。そして、動的情報を受け取る静的情報の枠と、動的情報
を収集するフォーマットを事前に作っておくことは、災害時の情報処理の迅速性と
正確性を高めることができる。
　住民の生命、地域の生活、様々な社会機能を守るためには、災害情報が必要不可
欠である。被害状況を把握し、応急対策を迅速に打ち出し、救助をいち早く展開す
ることが可能かどうかの決め手は災害情報である。このため、自治体職員が情報収
集にあたると同時に、消防署や病院、企業、民間組織からそれぞれが持っている現
場情報を集約し、住民の通報情報（0番と 9番）も活用することによって被害
情報を総合的にまとめる。さらに、これらの災害情報を被災地の各主体に伝え、広
く共有されることが望まれる。
　避難行動は、迫り来る危険を回避するために行われる行動である。避難行動時間
を左右するのは、情報入手時間とそこから行動を開始し、避難場所にたどり着くま
での時間である。単に危険だという情報だけでは行動を起こさない人がいるので、
地区全体が避難しているという情報こそが、多くの人の行動を促すスイッチとなる。
災害による避難は、個人の行動であるだけでなく、地域社会の行動でもある。あら
かじめ危険な場所、安全な場所を知り、情報を共有し、災害が迫ってくる際にみん
なで避難するという反応パターンを平時の訓練を通じて形成することが必要である
（室崎・岡田・中林206：4）。災害対策基本法では、災害情報について、①住民が
自主的判断で避難行動をする前提条件であり、②警戒、避難体制確立の前提条件で
あると定めている。逆に、災害情報が欠落すると、迫ってくる災害への緊急対応も
遅れてしまい、被害が拡大するおそれがある。この因果関係について次の実例をと
り上げてみる。
　205年9月、「関東・東北豪雨」によって鬼怒川の堤防が決壊した（内閣府
206：第部2章3節）。この河川氾濫により、茨城県常総市で死者2名が発生した
ことに加え、氾濫流は決壊地点から 0km 以上も流下し、常総市役所や多くの住宅
地を含む市域の広範囲が長期間にわたり浸水した。宅地等の浸水が概ね解消したの
は決壊から約0日後という近年例を見ない被害が生じた。警察、消防、海上保安庁、
自衛隊等により救助された住民は 4200人以上にも及んだ。国は鬼怒川の氾濫をは
じめとする関東・東北豪雨による被害の教訓を６条にまとめた。その中で以下の 3
条が災害情報に関連するものである１）。
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①　大きな被害を受けた常総市においては、ハザードマップを認知している住民
の割合が非常に低く、また避難判断のもととなる河川水位の意味を知ってい
る人の割合も低かった。つまり、自助・共助の備えが十分ではなかった。
②　避難勧告等の発令タイミングや発令対象区域、避難先などが事前に十分な検
討がなされず、定まっていなかった。このため、避難勧告等の発令が遅れた
り、対象区域に漏れが生じていたりした。病院等の要配慮者利用施設におい
て避難確保計画等の策定がなされておらず、浸水で孤立し救出に時間を要し
たケースもあった。
③　雨量や河川水位等の情報や避難勧告等の情報が確実に伝達されておらず、伝
達された情報が住民等の適切な避難行動に結びついていなかった。つまり、
避難行動を促すために細やかに状況を伝達する等、情報提供に工夫の余地が
あった。
（２）災害情報の重要性
　迅速な避難を行い、被害を軽減し、早期の復興を図る上で災害情報はきわめて重
要である。下記の４点にまとめてみる２）。
①　災害情報は防災意識を向上させる
　災害情報を広く公開することは、迅速な避難行動や適切な被災地支援につながる
ことができるとともに、平時における防災意識の向上などに役立つ。例えば、避難
所の情報を公開すれば住民はその場所やルートを事前確認することができる。これ
によって災害発生時に戸惑いや迷いがなく、自主避難やみんなで一緒に避難するこ
とがスムーズにできる。これで住民の自助と住民相互の共助が高まることになる。
②　災害情報は人命を守る行動を後押しする
　津波からの避難に関しては、津波情報の提供によって、避難行動の更なる後押し
（避難すべきかどうか迷っている住民に対する避難の後押し）を徹底することが重
要である。また、揺れによる被害軽減に関して、緊急地震速報はとっさの安全確保
に、余震情報は余震の発生期間中に人が危険な場所（倒壊危険性のある家屋など）
に近づくことを防ぐ効果等が期待できる。
③　災害情報は災害対応に関する全ての意思決定の前提となる
　災害が発生した直後における被害状況の情報は、人命救助や応急措置、避難生活
の円滑な運営に役立ち、復旧復興期における避難生活に関する情報は、広域的な支
援、受援、物資、要員、機材の効果的な配分、復興戦略の立案などに役立つ。この
ような災害情報は、災害対応のあらゆる局面における意思決定の基盤として必要不
可欠である。
④　災害情報は被災者に安心をもたらす
　災害時、被災地の中にいるか否かに関わらず人々は災害情報を求める。停電でテ
レビも見られない人々はまさに「情報飢餓」の状態に陥る。不安の中で情報へのニ
ーズが高まるにも関わらず「情報不足」になると、流言が発生しやすくなる（関谷
20：59）。流言の類型としては、災害発生前の「災害予知流言」、災害発生後の
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「被害流言」「災害再来流言」などが挙げられる。災害における迅速かつ正確な情
報提供は被害者に大きな安心感を与える。逆に、誤報、情報提供の遅れや偏在は被
災者に不安感を与えてしまう。身近な人の安否や避難生活に関わる情報の有無など
は被災者にとってニーズが高い情報である。これらの災害情報は被災者に自信を回
復させ、再建の意欲を高める効果がある。
３．事前準備期の災害情報
　災害発生前の事前準備期においては、地域住民一人ひとりの防災意識を高め、事
前の備えを確実に行い、危険が迫ったら速やかに避難するという「地域防災活動」
を、地域文化の一環として形成することが中心となる。これらの防災活動に必要と
される災害情報は、被害想定、防災計画、防災マニュアル、ハザードマップなどで
あり、ほとんど静的情報である。
　ハザードマップを通じて身近に起こりうる災害リスクを事前認知することができ
る。防災マニュアルを活用して避難ルートと避難場所の確認、住宅の耐震化、室内
の安全固定、防災用具の備えができる。こうした事前の確認や備えがなければ、災
害発生時に情報を入手してもすぐ行動を引き起こすことができず、結局、災害から
逃げられなくなってしまう。手に入れた情報を意思決定や避難行動と迅速に結びつ
けられてこそ災害に強くなれるのである。
（１）被害想定
　防災活動は、地域にどのような災害が起こりうるかを考え、その被害を評価する
ことから始まる。被害を評価するにはアセスメントと被害想定の２つの作業が必要
となる（生田200：67）。「アセスメント」とは、災害誘因（地震、津波、台風、豪
雨など）、災害素因（軟弱地盤、急傾斜地、危険物施設の集中など）、災害履歴、土
地利用の変遷などを考慮して、総合的かつ科学的に地域の災害危険性を把握する作
業である。「被害想定」とは、地域の災害危険性や自然的・社会的環境の諸条件に
基づき、想定された災害がもたらす可能な人的被害、構造物被害などを見積る作業
である。このようなアセスメントと被害想定を通じて、防災の対象となる災害の種
類や規模を明確にすることができてはじめて、それらに対応する有効な戦略・対
策・措置を講じることが可能となる。
　被害に対する想定をどの水準に設定するかは、技術的な要因ばかりでなく、政策
的な意図も反映されるものである。被害の水準を過大に設定すると、対策に費用が
かさみ、無駄な投資だと言われかねない。一方、過小に設定すると、費用を節約す
ることができるが、その水準での対策では大規模災害に対応できない可能性がある。
被害想定においては、科学的な妥当性のみならず、地域社会の合意に基づいた社会
的妥当性も求められる（生田200：67）。
　佐賀県の地震についてのアセスメントと被害想定を一例として見てみたい（佐賀
新聞：207年4月6日）。佐賀県内にある「佐賀平野北縁断層帯」と「日向峠－小
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笠木峠断層帯」が、国の地震調査研究推進本部の重点的な調査対象になる「主要活
断層帯」に選定された。佐賀平野北縁断層帯は多久市南多久町長尾付近から福岡県
久留米市長門石町付近まで東西に走り、長さは約38km と見られる（図１を参照）。
日向峠－小笠木峠断層帯は糸島市大門から鳥栖市神辺町にかけて分布し、長さは
28km となっている。現在、佐賀平野北縁断層帯の 30年以内の地震発生確率は 0.2
～ 0.5%、最大震度は M7.5、日向峠－小笠木峠断層帯は地震発生確率は不明だが、
最大震度は M7.2 になると予測されている。これを受けて、県の地震による被害想
定では、佐賀平野北縁断層帯が震源になると、最悪で死者約4300人、建物の全壊・
焼失が約5万8000棟になるとしている。
（２）防災計画の策定
　地域防災計画は、被害の低減目標を設定し、その目標を達成するための具体的な
対策を講じるために策定しなければならない（生田200：68-69）。地域防災計画は
災害の種類別に対応する防災の目標、対策、措置、行動などを細かく記述した総合
的災害情報である。地震防災対策特別措置法では、都道府県地域防災計画に対して、
「想定される地震災害を明らかにし、当該地震災害の軽減を図るための地震防災対
策の実施に関する目標を定めるよう努めるものとする」との規定がある（同法１の
２）。地域防災計画は、災害時の対応計画であるため、災害発生時の混乱した状況
の下で、防災関係者がすぐ使えるという分かりやすさ、実践的で実効性のあること
が求められる。これについては次の５点が重要となる（鍵屋20：35-37）。
①　地域の実情に応じて防災対策の重点等を定めるとともに、防災の流れや主た
る留意点などの基本を明確にする。
②　図表の活用や記載方法の工夫なども講じる。
③　災害の種類や対策の種類ごとにマニュアルを作成する。
④　実効性を確保するために、図上訓練を行うことを通じて防災計画やマニュア
図１ 佐賀県と周辺の主要活断層（出典：佐賀新聞207/4/6）
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ルの応用力を向上させる。
⑤　防災訓練を通じて、地域防災計画や防災マニュアルに定められた対策が実際
に機能するかどうか、効果的かどうか検証し、その結果を計画やマニュアル
の見直しにフィードバックする。
（３）ハザードマップの作成
　水防法に基づき、洪水氾濫時に想定される浸水想定区域図を公表する制度が整備
されている。この制度は、浸水想定区域ごとの地域防災計画の中に、「洪水予報等
の伝達方法、避難場所その他円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項、
浸水想定区域内に地下街等や高齢者等災害時要援護者の利用する施設がある場合洪
水予報等の伝達方法」を定めなければならないとされている。また、浸水想定区域
を管轄する市町村長に、浸水想定区域図にこれらの事項を記載した印刷物の住民等
への配布を義務付けている。これは「洪水ハザードマップ」であり、浸水が予想さ
れる危険区域、避難経路、避難場所などの情報を載せた災害分布地図である。
　火山の防災についてもハザードマップの作成が求められている３）。気象庁は国内
0 の活火山のうち、特に活動が活発な 50 の火山を「常時観測火山」とし、24時
間体制で監視している。また、その周辺の 40市町村と 23都道県を「火山災害警
戒地域」に指定している。これは、過去の噴火などを参考に、噴火の影響が大きい
と予想される自治体が選ばれた。指定された自治体は、まず、火山専門家や警察や
消防、気象台などと協力して「火山防災協議会」を立ち上げる。協議会では、噴石
や火砕流の影響が及ぶ恐れがある地域を示した「火山ハザードマップ」や、噴火に
よって起きる現象を時系列でまとめた「噴火シナリオ」を作る。これらをもとに、
市町村やホテルなどの集客施設は、住民や登山者の避難計画を作成する。
　洪水や火山の防災だけでなく、災害発生時に住民の自主的な避難行動を促すため
に、地震や津波などの災害ごとのハザードマップを作成し広く共有する自治体が増
えている（河田200：25-28）。ハザードマップは、具体的な避難などの行動と結
びつけることによって、災害予防上、より大きな効果を発揮することができる。一
方、ハザードマップの公表による地価の低下を懸念する住民側からの要望により、
ハザードマップの公表が進まない自治体もある。しかし、実際にはハザードマップ
が公表された後も地価に変化は見られない地域が多い。
　住民の安全を第一に考えるならば、生命の危険に関わる重要な情報こそ住民と行
政が共有して防災活動を進めるべきである。ところが、ハザードマップが公表され
ると、大規模災害が起こる確率の高い地域に住んでいる住民に不安を招くことは否
めない。これに対しては有効な防災対策をわかりやすく伝えることが重要である。
また、ハザードマップの表現方法に十分留意しながら、理解しやすくなるよう公表
する必要がある。
（４）事前復興の合意
　事前復興には、復興準備と防災まちづくり推進の２つの意味がある。中林
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（2004）は、①被災後に進める復興対策の手順や体制を事前に講じておく、②復興
における将来目標像を事前に検討し、共有しておく、③被災後の復興事業の困難さ
を考えると、事前に復興まちづくりを実現し、災害に強いまちにしておくことこそ、
究極の事前復興計画である、と説明している。
　一部の都道府県と政令指定都市では「事前復興」の取組みが進められている。都
市計画分野の「都市復興マニュアル」と、個人の生活再建に焦点をあてた「生活再
建マニュアル」が作成されている。さらに、２つのマニュアルの習熟を目的として、
職員が参加する応急対応や都市復興における図上訓練は毎年行われている。また、
住民の合意形成が不可欠であることから、「地域協働復興」を掲げ、住民を巻き込
んだ「復興まちづくり模擬訓練」が行われている。近年では、バーチャルリアリテ
ィや拡張現実の技術を活かした「復興状況イメージトレーニング」も試みられてい
る。
４．初動期の災害情報
　初動期は、災害が切迫している時から、災害の発生とその直後までのタイミング
を指す。この段階では、災害予報の発表、警報の発令、避難についての勧告と指示、
避難所の開設、警戒区域の設定などに関する災害情報が必要不可欠である。生命の
安全が脅かされ、刻一刻と変わる状況の下で、これらの災害情報は緊迫性の高い動
的情報である。
（１）災害に関する予報と警報
　災害予報とは、気象庁が災害を監視観測する情報システムから兆しとなる異常情
報を発現し、その原因を分析し、可能性を検討した上で発表する予測情報のことで
ある。また、異常天候の発生により災害が生ずる恐れのある場合は、気象庁が「異
常天候早期警戒情報」を発表する。こうした予報と警報を速やかに提供するため、
全国で約60 か所の気象台・測候所で気圧、気温、湿度、風向、風速、降水量、積
雪の深さ、降雪の深さ、日照時間、日射量、雲、視程、大気現象などの気象観測が
行われている。さらに、約90 か所の特別地域気象観測所で地上気象観測装置を用
いる自動観測も行われている。これらの観測データと気象衛星から得た情報を使っ
てスーパーコンピュータで推測し、気象予報が作成される。また、必要に応じて気
象予報を災害警戒情報の発表基準に照らし合わせ、手続を踏んだ後に警報が発表さ
れる。気象庁が発表する主な予報や警報などは下記の通りである。
①　気象警報（大雨警報、大雪警報、洪水警報など）
②　豪雨予報（台風による大雨など）
③　地震情報（緊急地震速報など）
④　津波予報（津波警報・注意報など）
⑤　土砂災害情報（危険情報、警戒情報など）
⑥　河川洪水情報（河川洪水予報など）
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⑦　火山情報（噴火速報、噴火警報など）
⑧　熱中症情報（高温天気の熱中症の危険など）
　災害発生の可能性が低い段階では予報が発表されるが、確実性が高くなるにつ
れ警報が発表されるようになる。つまり、同じ災害発生の可能性を示す情報であ
っても、予報は災害が発生しない可能性を含むが、警報は災害発生の高い可能性な
いし確実性を意味する。また、警報の発表基準をはるかに超える豪雨や大津波等で
重大な災害の危険性が著しく高まっている場合、気象庁は「特別警報」を発表する。
「特別警報」は数十年に一度しかないような非常に危険な状況を訴えているため、
住民は避難勧告や避難指示などの情報に従い、直ちに命を守るための避難行動をと
るべきである。
（２）地震に関する災害情報
　台風や洪水のような災害は、一定の過程があり、それを監視することを通じて映
像のような視覚情報を含めて多くの情報を手に入れることができる。しかし、地震
は瞬時に発生するものであり、しかも巨大な破壊力をはらんでいる可能性がある。
このため、地震に関する災害情報へのニーズが高いにもかかわらず、監視・予測・
速報には高いハードルがある。地震はＰ波と呼ばれる小さな揺れの後、Ｓ波と呼ば
れる大きな揺れが来る。この時間差をとらえた「緊急地震速報」は、Ｐ波を監視し、
地震の規模や震源地を算出し、Ｓ波が来る数秒から数十秒前に発表する災害情報で
ある。このわずかな時間差を生かして被害を軽減することが可能である。震源に近
い地域では情報が間に合わないという弱点があるが、少なくとも、大きな揺れが来
る前に心理的準備ができるようになる。気象庁は予測した震度をもとに緊急地震速
報を次のように発表する。予測震度が３以上の場合は「予報」、予測震度が５弱以
上の場合は「警報」、予測震度が６弱以上の場合は「特別警報」と、震度が高くな
るにつれ情報の緊迫性も上がるようになる（日本災害情報学会206：6-3）。
　時間の流れにともなって確率的な情報（予報）から確実的な情報へと災害情報の
正確性が高まっていく（表１を参照）。地震が発生してから３～ 0分程度で、震源
表１　地震情報などの発表タイミング
発表タイミング 発表情報の名称等
数秒～数十秒 緊急地震速報
分半～3分程度 震度速報（震度３以上を観測した地域とその震度）津波警報など
3～5分程度
震源・震度に関する情報（震源、規模、震度3以上の地域、揺れの
大きな市町村）
津波情報（予想される津波の高さ、予想到達時刻、予想満潮時刻）
5～0分程度 各地の震度に関する情報（震度１以上を観測した震度観測点名）
30分程度以降 推計震度分布図津波情報（津波の観測値）など
翌日以降 余震の発生確率など
出典：日本災害情報学会編（206:6）『災害情報学事典』朝倉書店
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地、規模、震度分布、津波の状況、余震の確率などに関する情報が確実に発表さ
れるようになる。「緊急地震速報」は、瞬時発生の揺れから安全を確保することに
一定の効果がある。「余震情報」は、余震の発生期間中に人が危険な場所（倒壊危
険性のある家屋など）に近づかないよう、二次被害を防ぐことに効果がある。また、
「津波警報」を確実に伝えることは、沿岸の津波危険地域に取り残される住民や一
時滞在者の安全確保につながる。
（３）避難に関する災害情報
　災害が発生し又は発生するおそれがある場合、行政はその進行状況に応じて避難
所の開設と避難情報の発表を行い、住民（居住者や滞在者）に対して避難を呼びか
けなければならない。実際に、市町村長は災害対策基本法にもとづき、「避難準備・
高齢者等避難開始」「避難勧告」「避難指示（緊急）」といった３種類の災害情報を
発令することになる。「避難準備・高齢者等避難開始」は避難所を開設するととも
に高齢者等の災害弱者の避難開始を伝えようとする情報である。「避難勧告」とは、
その地域の住民等を拘束するものではないが、住民等がその勧告を尊重することを
期待して、避難のための立退きを勧める又は促す情報である。これに対して「避難
指示（緊急）」とは、被害の危険が目前に切迫している場合等に発せられ、勧告よ
りも拘束力が強く、住民等を避難のために自宅などから立ち退かせるための情報で
ある。避難についての勧告と指示は強制力が与えられていないが、住民の生命等に
対する危険を防止するため特に必要がある場合には「警戒区域」を設定し、強制的
に退去等を命じることができる。
　緊急時に発表・発令された災害情報は住民の避難行動と迅速に結びつけるよう
になれば、被害拡大の防止に高い効果をもたらす。そのために、行政と各防災機
関およびマスコミなどの災害情報の送り手が、住民に分かりやすく伝えることが重
要である。専門用語やデータに頼りすぎず、子供から高齢者まで誰でも理解できる
情報にかみ砕いて伝えること、自分の行動に置き換えられる具体的な情報であるこ
と、などが求められる４）。例えば、206年8月に岩手県岩泉町で発生した「台風第
0号豪雨災害」では、高齢者施設において「避難準備情報」の意味するところが伝
わっておらず、適切な避難行動がとられなく入所者9名が死亡した。この教訓を受
け、いざという時に取るべき行動が分かりやすいように「避難準備情報」「避難指
示」の名称が、同年2月より「避難準備・高齢者等避難開始」「避難指示（緊急）」
に変更された５）。
５．応急対応期の災害情報
　災害発生直後の 24時間は特に生存確率が高く、がれきの下敷きとなった人の救
出が可能である黄金の 24時間ともいわれている。また、72時間が経っても生存者
がいる可能性があるため、災害が発生してから 3日以内は応急救助活動が最優先さ
れる。緊迫した状況のなかで、迅速な人命救助などが求められる応急対応期では、
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臨機応変に応急対策を講じることが最重要となる。それを支えるのは次のような被
害情報である。①災害原因と発生場所、被害の程度、②被災者の安否状況、③火災
延焼の状況、④道路被害状況、⑤建築物の被害状況、⑥公共機関および施設の被害
状況、⑦治安状況、等々。これらの被害情報を集める担当者は市町村である。市町
村は平時に職員の役割分担やチーム編成などを決め、災害情報を収集・整理・伝達
する組織体制を整えている。
（１）被害情報の収集と共有
　被害拡大の防止、救助・救援などの応急対策をいち早く進めるためには、被害状
況を先に把握しなければならない。被害状況に関する情報を社会に提供することに
よって被災者を安心させることもできる。災害発生直後の被害状況に関する情報収
集は、何よりも速報性が求められ、２段階に分けて進められる（鍵屋20：49）。
　第１に、災害発生30分後の目標は大まかな被害状況を把握することである。情
報収集を担う行政職員は、被災地の各地区に行って見たことや聞いたことを記録し
地域の被害を確認する。ライフラインに関する被害はそれぞれの管理者が情報を伝
える。被災者は 0番や 9番を通じて生の情報を提供する６）。
　第2 に、2時間後の目標は被害の全体像を把握することである。行政職員は各地
の被害状況に関する情報を整理する。警察・病院・消防署などの職員もそれぞれの
救助現場で把握した情報を災害対策本部に伝える。行政職員はライフラインの復旧
の見通しを管理者に確認する。被災者の通報した情報・意見・要望などを漏れなく
記録し分類する。これらの情報を集約して総合化することを通じて地域社会の被害
の全体像が明らかになる。この被害の全体像をもとに災害対策本部は応急対策を講
じ、救助・救援の出動を命令する。
　市町村の役場自体が被災し、通信も途絶え、地区全体が極端な被災を受けた場合、
その地区は災害情報の空白地域となる。震災発生直後、このような地域が存在する
かどうかを把握するには、携帯電話の通信状況から判断することが可能である。県
は、区域内の市町村において通信手段の途絶が発生し、被害情報の報告が十分なさ
れていないと判断した場合、市町村に職員を派遣し、被災状況の情報収集にあたる。
また、防災ヘリコプターや災害対策用指揮車、可搬型衛星通信局を活用して上空か
ら映像情報を収集するとともに、調査班を編成し、より積極的に被害状況について
の情報収集を行う。
　行政や防災関係機関はそれぞれの目的に応じて被害情報を収集するが、全体とし
ては共有されていない情報もある。例えば、9番に入った情報は行政や警察とは
共有されない可能性がある。迅速で適切な応急対策を進めるためには、各防災関係
機関の情報共有を図る必要がある。また、被災者個人の自助や地域コミュニティの
共助を促進するためにも、判断の根拠となる情報を被災者に提供しなければならな
い。従って、市町村は被害情報を収集できたとしても、読み上げ原稿、テレビ画面
へのテロップ表示、データ放送、Web へのアップロードなど、各メディア向けに
情報の加工を行う必要がある。
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（２）安否情報
　負傷者の救出や不明者の捜索が始まると安否に関する情報が強く求められる。し
かし、被災地には被害に遭わなかった人、被害を受けた人、住宅が壊れた人、家族
が亡くなった人、けが人など様々な被災者が各所（自宅、避難所、病院、警察、学
校、企業等）に散在している。さらに、病院にも避難所にも行くことができず、近
くに知人や身寄りがいない「孤立者」もいる。こうした状況のなかで安否情報の集
約やデータの更新には時間を要する。とくに、大災害では犠牲者の数も多く、遺体
安置所がどこかといった情報も得にくくなる。津波で流されたり、火災に遭ったり
すると、身元の特定には困難がある。また、災害が夜間でなく平日の昼間に発生し
た場合は、各機関や事業者に職員と従業員の安否情報を提供してもらう必要がある。
　避難している被災者については「どの避難所に誰がいるか」という情報が必要と
なる。避難所の運営を担当する市町村の職員は、避難所の通信体制を確保し、事前
に統一された入力形式で避難者名簿のデータベースを作成し、災害対策本部に報告
しなければならない。とくに避難所への入所と移動が激しい時期（最初の 3日間）
では、その流動も記録できるよう名簿管理体制を強化する必要がある。
　また、被災者は自分で安否情報を伝えることができる。利用できるサービスは、
災害用伝言ダイヤル（7）、災害用伝言板（web7）、災害用音声届けサービス、
Google パーソンファインダー等がある（小林20：4-48）。
（３）二次被害の拡大防止に関する情報
　倒壊しそうになった被災建築物や液状化した地盤は危険箇所となる。被害の拡大
や二次被害を防止するためには危険箇所を明示し、そこへの接近や立入を禁止する
必要がある。このため、応急危険度判定を速やかに実施しなければならない。応急
危険度判定は、市町村の建築関連部局が中心となって、都道府県に登録されている
応急危険度判定士、被災宅地危険度判定士の協力を得て実施される。被災建築物の
余震による倒壊の危険性、落下物の危険性などを判定し、その建築物と敷地の当面
の使用可否を決めることにより、二次被害を防止する。市町村は、判定結果のリス
トを作成し、その情報を建築物の所有者や利用者に伝える。また、「危険」ではな
く「調査済」という結果になった場合、その建築物を所有する被災者は避難所など
から安心して帰宅することができる。
　応急危険度判定が終わった後、建築物の継続使用に関する安全性に対して調査が
行われる。被災建築物の損傷の程度を把握し、被災前の状況に戻すだけでよいか、
又は特別な補修・補強等まで必要とするかを判定することによって、当該建築物の
復旧の可能性を決める。また、被災宅地危険度判定も行われる。擁壁・のり面等を
含む建築物の敷地（宅地）の余震や降雨による崩壊危険等を判定し、その結果が貼
り出される。さらに、がけ崩れ・地すべりの発生状況に対する調査、二次災害の発
生を防止するための応急措置、応急復旧工事等が実施される。
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（４）道路の被害情報
　災害時における様々な救助・救援活動に際して、緊急輸送の手段として自動車の
利用は不可欠である。このため、通行可否情報、通行不可になった場合の迂回ルー
ト情報、道路閉塞状況などを速やかに調査し、集約した情報を防災関係機関で共有
しなければならない。高速道路株式会社が管理する高速道路、国土交通省が直轄す
る国道では比較的早期にパトロールが実施され被災情報が収集される。しかし、都
道府県道と市町村道では、被災状況がなかなか集約されず、道路情報の共有化に時
間がかかる。これは自治体が管理する道路延長が長いことに加えて、道路をパトロ
ールする地元の建設会社等も被災したからである。
　広域にわたって同時多発的に被害が起きた場合、次のような理由で道路情報の収
集はより一層困難となる（鍵屋20：48-49）。①道路管理者自身も被災したため迅
速なパトロールを実施することができなくなる。②警察は人命救助など優先順位の
高い業務が発生するため交通調査に専念できなくなる。
（５）被災地の生活情報
　市町村が開設した「指定避難所」のほかに、民間団体が開設した「指定外避難
所」もある。行政職員はその場所、規模、被災者の受け入れ状況などに関する情報
をまとめ、被災者に周知する必要がある。各避難所は、掲示板に安否情報、飲食提
供情報、物資配給情報、入浴時間などを張り出し、情報の更新を随時行わなければ
ならない。また、不足している物資、医者・看護・心理相談などの専門スタッフへ
の支援要請などの情報を集めて災害対策本部に伝える。とくに大量の避難者が発生
した場合は、多様な避難生活のニーズに関する情報が避難所から多く発信される可
能性がある。
　自宅での避難生活を余儀なくされた被災者に対しては、電気、水道、ガスなどの
ライフラインに関する情報、給水所情報、水・食料・物資配給に関する情報、公共
交通に関する情報、公共施設の復旧見込みに関する情報を市町村が提供しなければ
ならない。また、受診可能な医療機関の情報、診療時間などの情報、生活用品を購
入できる店のオープン情報なども被災者に広く伝える必要がある。
　市町村は、あらゆる手段を用いて生活情報をわかりやすく、確実に被災者に伝え
なければならない。よく利用される情報伝達手段としては、テレビやラジオ放送、
防災行政無線、広報車、臨時広報紙、Web ページ、携帯メール、緊急速報メール、
ソーシャルメディアなどが挙げられる。いずれの手段にも長所と短所があるため、
１つだけに頼らず、情報の対象、時期、内容などに応じて使い分けたり、組み合わ
せたりすることが求められる。
６．復旧復興期の災害情報
　負傷者の救助、不明者の捜索、建築物の危険度判定、ライフラインの復旧などの
努力を通じて、被害の拡大を防止することができて被災地が落ちついたところで、
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本格的な復旧復興期がはじまる。復旧復興期においては、地震による災害であれば
余震情報が依然重要だが、生活再建に関する情報、公的サービスの再開に関する情
報、まちの復興事業の進捗に関する情報、様々な支援情報などが求められる。
（１）生活再建に関する情報
　水・食料、生活物資、医療・救護などに関する情報は被災地の暮らしに必要不可
欠なものである。市町村はこれらの支援情報を伝える際に、すべての被災者に行き
わたせるよう公平性に注意を払う必要がある。通知漏れや偏在があったり、支援物
資の数量が足りなかったり、地区間の調整が実施されなかったりすると、被災者の
不満を招くことになる。また、情報入手手段の違いによって被災者間に「情報のタ
イムラグ」が生じる可能性がある。このような問題を作り出してはならない。例え
ば、翌日の掲示板に張り出す情報、あるいは行政放送で伝える予定の情報を前日に
ネットで配信してしまうと、ネット受信ができない被災者は不公平を感じる。
　災害発生後、おおむね１週間が経つと生活環境の確保や住宅再建の支援策などに
関する情報が必要となる。激甚な被災地域では、集団移転も視野に入れ、コミュニ
ティ単位での再建を視野に入れる。一方、ある程度の被害を受けた一般の地域、被
害が軽微な地域では被災者の自主再建が進められる。これについては、市町村が住
宅の被害認定を行い、結果を記載した「罹災証明書」を被災者に交付する。認定の
結果は「全壊」「大規模半壊」「半壊」「一部損壊」に区分される。これに応じて被
災者生活再建支援法による支援金が支給され、被災者にとっては生活を立て直す手
掛かりになる。
　災害救助法によると、災害発生から 20日以内に応急仮設住宅の建設に着工しな
ければならない。仮設住宅に入居できるのは、①住宅が全壊した世帯、②住宅が半
壊または住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯、③災害に
よる危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯、およ
び④住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規
模半壊世帯）となっている。このなかで仮設住宅に入居困難な場合（戸数不足、場
所の遠すぎ等）は、みなし仮設住宅を利用することができる。みなし仮設住宅は被
災地外あるいは県外の場合もある。このため、被災者の居住は広域に点在するよう
になる。
　仮設住宅に居住する被災者には、コミュニティや自治会を通じて様々な情報が提
供される。一方、仮設住宅以外（みなし仮設住宅等）に住む被災者には情報が提供
される機会が少なく、特に遠隔地に避難する人たちへの情報提供が十分にできない
ことが多い。これに対しては、早い時期から被災者の連絡先を把握し、郵便事業者
の協力を得る必要がある。また、市町村や支援者が広域に点在する数千世帯の被災
者に対して支援物資を届けるには困難がある。こうしたことがあると「支援格差」
の問題が起きる。情報、支援物資、ボランティアの支援活動などがどうしても被災
者の多くが居住している仮設住宅地区に集中するため、みなし仮設住宅や県外に住
んでいる被災者は「同じ被災者なのに」「行政機関から見捨てられた」という不満
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を持つ可能性がある。
　災害復興は何年もかかる。個人生活の再建からコミュニティ全体の復興、地域経
済の再生に至るまでの過程で、様々な支援策に関する情報があふれる。行政、民間
を問わず、ネット上で大量の支援情報が発信される。しかし、その中から自分に必
要な情報を選び出すのはきわめて困難である。行政の情報が難しい言葉で書かれて
いたり、支援対象に細かい制限があったりする。こうした問題を解決するため、被
災者の視点に立った「翻訳」をすることがメディアの重要な役割となる。具体的事
例を挙げたり、わかりやすい言葉でかみ砕いて伝えたり、専門家に詳しく解説して
もらったりすることが、被災者の情報についての理解を深めることにつながる（日
本災害情報学会206：204-205）。
（２）公的サービスの再開に関する情報
　被災者の生活再建を支援し、まち全体の復興を進めるためには、医療、保健、福
祉、教育などの公的サービスの機能回復が不可欠である。これらのサービスを再開
するには下記のような行政機能などの復旧がなくてはならない（内閣府・防災担当
206：5-6）。
①　被災した市町村の庁舎と各種公共施設を早期に復旧し再開する。
②　市町村の通常業務をサポートするコンピュータシステムの修復、データの回
復等を行う。
③　被災者の生命及び健康の維持は、災害発生時から復旧復興期まで継続して行
わなければならないため、医療・保健・福祉の各分野は、相互連携の下に、
被災地域で効果的に機能しうるよう努める必要がある。
④　子どもの心理的健康を回復するためには教育の再開は不可欠である。一時避
難等に伴い転校を余儀なくされる子どものためには、転校先の自治体に対し
迅速な転校手続きなどの対応を行う。
⑤　ライフラインの停止は長期化すると、生活環境の維持や産業復興に大きな支
障を与えることになる。行政と管理機関が調整して道路交通、電気、ガス、
水道、電話などのライフラインを一日も早く復旧する。
　公的サービスを回復した市町村は、復興のまちづくりに力を入れなければならな
い。これについては事前に復興計画を定めた自治体がある。その場合は計画を実行
して復興を速やかに推進することができる。そうでない場合はまちづくり計画の策
定が最優先となる。災害復興の担い手は、行政ではなく被災した住民である。この
ため復興計画の策定は、住民との対話を通じて合意形成を図るプロセスが不可欠と
なる。災害が起こると、地域住民の防災に対する意識は一時的に格段に高まり、二
度と被害を受けないための計画や整備の重要性は十分に同意できるものとなる。
　復興計画が、被災者の共通理念となり、力を束ねるための内向的役割を果たす
ためには、徹底した住民との対話が必要である（室崎・岡田・中林206：20-2）。
ところが、多様なニーズや意見がぶつかり合うなかで、時間をかけて対話を進めて
も合意形成はスムーズにできない場合もある。これに対しては、計画策定の素案段
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階から多数の住民が自らの考えを示し、協働して参画する取組みが有効であり、ま
た情報共有の基盤が多ければ多いほど合意形成に有利であるといわれている。
（３）広報で提供する復興の総合情報
　復興に関わる行政の方針、具体的な施策に関わる情報、各地区の事業進捗やまち
づくりへの取り組み状況に関する情報、民間団体が提供した情報、被災地の生活関
連情報など、錯綜する多種多様な情報を集約し、互いの関連性を検討した上で総合
化を行い、迅速かつ的確に被災者に提供することが求められる。それを支えるメデ
ィアは市町村の「広報」である７）。
　重要な広報に関してはできるだけ首長等が直接被災者に語りかける形で情報を提
供する。被害情報、関連情報、統計情報を併せて準備し配付する。広報担当部署は、
定期的に関係各部局との情報交換を実施し、最新情報の共有に努める。重要な区切
りの時期（１週間、１か月、半年、１年、３年など）に向けて、最新情報を準備し、
マスコミ等に積極的に情報を提供する。被災者の生活再建に関する広報は多岐に渡
る。例えば、医療・福祉、罹災証明の取得、ゴミ・がれきの処分、応急的な住宅の
確保、住宅の補修・再建、雇用、各種給付金や義援金支給、税の減免、心のケアな
ど。そのなかで制度があることを知らせる広報と、制度の対象者に向けたきめ細か
な広報及び対象者への直接の情報伝達とを明確に区分した広報実施が必要となる
（内閣府・防災担当206：45-46）。
　広報の手段については、パンフレットや臨時広報誌等を作成する。配布について
は、普段から自治会等を活用する場合には、そうしたルートでの広報配布を行う。
みなし仮設住宅や県外に住んでいる被災者に対しては、避難先情報を把握し、郵送
によって広報を配布する。また、新聞、テレビ、ラジオ、CATV、インターネット
等のメディアとの連携体制を構築し、様々な手段とルートを生かして 人も漏れな
く被災者全員に情報を周知する。
７．まとめ
　災害情報とは、災害の未然防止、被害の拡大防止、被災者支援、復旧復興などを
図るために必要とされるすべての情報である。災害情報は、災害が発生する時に自
然に生まれるものではなく、多くの気象観測装置や情報伝達メディア、種々の法令
や制度、そして、多様な防災関係者が関わる中でつくりだされるものである。災害
情報については、市町村が収集・処理・運用の主体となるが、救助や支援活動に携
わる警察、消防、病院、民間組織、被災者なども貢献しており、関係者全員の努力
によって積み重ねた社会的公共財であると考えられる。
　災害情報の対象は極めて広範囲かつ膨大である。その特徴をまとめると次の４つ
になると考えられる。
①　災害情報の特異性は、発生原因、進行過程、応急対策などが台風、洪水、地
震、津波、火山噴火、原子力事故など災害の種類別によって異なることであ
劉継生　災害情報の時系列性に関する考察
― 93 ―
る。
②　災害情報の相乗性は、災害情報＝静的情報×動的情報のことである。つまり、
災害情報は、事前に整備される静的情報（防災マニュアル等）と、その時点
でしか入手できない動的情報（被害状況等）から構成され、両者を掛け合わ
せれば被害を軽減する効果が高まる。
③　災害情報の不確実性は、災害発生の可能性を告げる予報、危険性が高まって
いる警報、大きな揺れの襲来を伝える緊急地震速報などの災害予測に、空振
りや見逃し、誤差などがあり得ることである。
　本稿では、災害情報の４番目の特徴である「時系列性」について考察してみた。
災害を予防する事前準備から被害を復旧復興するまでの推移過程は段階的にとらえ
ることができる。それぞれの段階で求められる情報は異なる。こうした様々な災害
情報を時系列的につなげて一体的にマネジメントすることが重要である。
①　災害発生前の事前準備期では、被害想定、防災マニュアル、ハザードマップ
などの静的情報の整備は欠かせない。
②　災害発生時の初動期では、生命の安全を守るために予報の発表、警報の発令、
避難の指示など緊迫性の高い動的情報が必要不可欠である。
③　災害発生直後の応急対応期では、救助と救援を素早く進めるためには応急対
策を講じる必要があり、その前提条件となるのは安否や建築物の倒壊などの
被害状況に関する情報である。
④　復旧復興期では、生活再建、公的サービスの再開、復興事業の進捗などに関
する情報を再出発を期す被災者にわかりやすく提供しなければならない。
　災害情報は被災地に伝わるだけで終わりではない。災害情報の目的は、被災者が
手に入れた情報を意思決定や避難行動と迅速に結びつけ、安全を確保することであ
る。行動に結びつけることができなければその災害情報には価値がない。災害情報
にはまだ多くの課題がある。例えば、被害が大きくなるほど情報収集が困難となり、
被害が激しいところほど情報が入らない。こうした課題を解決するための探究を通
じて、災害情報に関する研究がよりいっそう広がることを期待したい。
注
）  国は中央防災会議の防災対策実行会議の下に「水害時の避難・応急対策検討ワーキンググ
ループ」を設置し、鬼怒川の氾濫をはじめとする関東・東北豪雨による被害の教訓を６条
にまとめた。本稿はその中から災害情報と関連する３条を取り上げた。詳しくは『災害白
書』（平成28年版）第部第2章第3節「水害対策」を参照されたい。
2）　愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査に関する災害情報 WG は、「愛
知県における今後の災害情報対策への提言」をまとめた。本稿はこの報告書を参考にして
災害情報の重要性を考えた。
3）　火山防災の仕組みについては、気象庁が配布したパンフレット『火山－その監視と防
災－』を参照されたい（http://www.jma.go.jp/jma/kshou/books/kazan/、207年4月4
日閲覧）。
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4）　火山の災害情報に関しては、火山の噴火状況に応じて５レベルの災害情報が設けられて
いる。噴火警戒レベル  のキーワードは「平常」になっているが、これを「活火山である
ことに注意」に置き換えると、登山者などは警戒心を持って火山に対処することができる
（日本災害情報学会206：39）。
5）　「避難準備情報」「避難指示」から「避難準備・高齢者等避難開始」「避難指示（緊急）」
への名称変更の経緯については、「内閣府・防災情報のページ」（http://www.bousa.
go.jp/ndex.html、207年4月4日閲覧）を参照されたい。
6）　被災者からの通報情報は瞬時に殺到する可能性がある。例えば、20年3月日、東日
本大震災が発生した際に、東京都でも震度５強の地震が起きた。救助などを求める都民か
らの 9番通報は 時間で 2800件にも上った。これは平時の 日分に相当する（国際危機
管理学会日本支部203：63）。
7）　復旧復興の「広報」については、内閣府・防災担当が 206年3月に公開した『復旧・復
興ハンドブック』を参考にしてまとめた。
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